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平成31年度 那珂川町社会福祉協議会 事業計画 

 

【 目   標 】 

  『共に支え合う地域社会・誰もが安心して暮らせる ふくしのまち』 

【 基 本 方 針 】 

人口減少、少子高齢化による労働力減少、育児や介護との両立などの働き方ニーズ

の多様化など、経済成長の根本にある問題に取り組むため 2016 年に閣議決定された、

「ニッポン一億総活躍プラン」のもと最重要課題として掲げている「働き方改革」の

関連法が 2019 年 4 月以降、順次企業に適用され、働く方の置かれた個々の状況に応

じ、多様な働き方を選択できる社会を実現し、働く方一人ひとりがより良い将来の展

望を持てるようにすることの実現を目指し施行されます。 

 こうした状況の下で、当協議会は子供・高齢者・障害者などすべての住民が地域、

暮らし、生きがいをともに作り、高め合うことができる「地域共生社会の実現」地域

コミュニティの再構築と活性化の為、「地域福祉計画（行政計画）」・「地域福祉活動計

画（民間活動計画）」の第２期計画を着実に進めていくことを基本としながら、社会情

勢や法改正に伴う新たな事業を組み入れつつ、総合的な展開を図っていきます。 

 那珂川町受託事業の生活支援コーディネーター設置については、地域共生社会実現

のための大きな役割を担っており、地域住民や関係機関とともに地域の課題を共有し、

地域の特性に合わせた課題解決に向けての場や機会を創出していきます。 

また、複合化・複雑化した課題に的確に対応するため、多機関の協働による包括的

支援体制の構築に向けて福祉相談の要となる相談支援包括化推進員の配置等による福

祉相談事業が昨年度より開始され、さまざまな課題を抱える世帯等の相談に対し、

一括して受付（ワンストップ）し、横断的に各相談支援機関へとつなぎ、総合的にコ

ーディネートする包括的・総合的な相談支援体制を推進していきます。 

更に、今年度より那珂川町に在住する障害者の医療機関への通院等の社会的移動手

段を確保することを目的として、移動支援事業（福祉有償運送）を実施いたします。 

介護サービス事業については、事業経営安定の為、昨年度以上に利用率の向上と介

護報酬の加算に努めるほか、研修等による職員の資質・専門性の向上を図り、質の高

いサービスを提供していきます。 

 また、障害福祉サービス事業については、相談支援事業の充実と事業の周知拡大に

努めるとともに、職員の資質・専門性の向上を図り、質の高いサービスを提供してい

きます。 
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【 重 点 項 目 】 

Ⅰ 組織・財務基盤の強化  

  社会福祉協議会の各種事業を効果的に実施するため、執行機関である

理事会や議決機関である評議員会等の組織基盤の強化を図ります。  

  また、独自事業を展開するために自主財源を確保し、安定した財政基

盤の確立に努めます。  

Ⅱ 地域福祉活動の推進  

  地域福祉活動計画に沿って、「共に支え合う地域社会・誰もが安心して暮

らせるふくしのまち」をめざして、行政区や関係団体並びにボランティア等

と協働しながら、福祉サービスを総合的に展開していきます。 

Ⅲ 福祉教育活動の振興  

  「誰もが安心して暮らせるふくしのまち」の実現をめざして、家庭や

学校、地域が一体となった福祉活動の啓発の機会をつくり、地域住民へ

の福祉の理解と関心を高め、福祉教育の振興を図ります。  

Ⅳ ボランティア活動の推進  

  ボランティア活動へのきっかけづくりや人材の育成、情報提供等のボ

ランティアセンター機能の充実を図り、共に支え合う地域社会の実現を

めざします。  

  また、生活支援体制整備事業において、生活支援を行う担い手の発掘・養成、新

たな活動の創出等、高齢者を支え合う地域づくりを進めます。 

Ⅴ 総合相談事業の充実  

福祉ニーズの多様化・複雑化、地域コミュニティの希薄化等により、

さまざまな課題を抱える世帯等の相談に対し、一括して受付（ワンストップ）

し、横断的に各相談支援機関へとつなぎ、総合的にコーディネートする包括的・総

合的な相談支援体制を推進していきます。 

Ⅵ 介護・障害福祉サービス事業の充実  

  在宅での生活を支えるために、必要なサービスを必要なときに利用で

きる体制を整備し、質の高いサービスを提供していきます。  
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【 事 業 内 容 】 

番号 事業名 財源内訳 

１ 組織・財務基盤の強化 
自主 補助 委託 

会 寄 他  町    
 
 ⑴ 法人運営の基盤整備と経営体制の強化 

  ・ 正副会長及び常務理事による３役会議の開催 

  ・ 理事会並びに評議員会の定期開催（年３回以上） 

  ・ 監査（内部・外部）の実施 

  ・ 理事並びに評議員、監事研修会の開催 

     法人運営、高齢者や障害者福祉制度等に関する研修会 

     先進地への視察研修 

  ・ 各種法令に基づく諸規程の整備及び適宜改正 

  ・ 情報公開への適切な対応、個人情報保護法に基づく情報管理体制の構築 

  ・ 本所及び支所機能の見直しの検討 

  ・ 職員の適正配置及び将来計画の検討 

  ・ 介護サービス事業の経営の健全化 

     事業の適正規模や拡充等の検討 

     県や県社協等が主催する研修会への参加 
 
 
 ⑵ 財務基盤の強化 

  ・ 会員会費制度の周知徹底、会員の増強 

     強化月間（７月）の周知徹底（広報誌、ＰＲチラシ、ホームページ活用） 

     賛助会員（個人）並びに特別会員（事業所等）の確保 

     年間を通して会員募集の実施 

  ・ 共同募金事業の実施による事業費の確保 

  ・ 福祉振興基金の造成 

     基金設置の周知、寄付金の確保 

     確実かつ有利な運用法の検討 

  ・ 寄付金の有効活用 

     福祉振興基金への積立 

     福祉金庫（小口貸付）及び善意銀行（困窮者援助）への活用 

     地域福祉活動への活用 

  ・ 介護サービス事業の経営の健全化（再掲） 

     事業の適正規模や拡充等の検討 

     県や県社協等が主催する研修会への参加 
 

 

 
 
 

- 3 - 



 

 

番号 事業名 財源内訳 

２ 地域福祉活動の推進 
自主 補助 委託 

会 寄 事収 共募 町  町 県社 
 
⑴ 広報・啓発活動の推進 

  ・ 広報誌「ふくしなかがわ」の発行（共同募金事業で３回分発行） 

     定期号：年６回（５月・７月・９月・11月・１月・３月）発行 

     臨時号：不定期発行 

  ・ ホームページの公開・更新（随時） 

     h t t p : / / n a k a g a w a . s y a k y o . c o m / 

     ブログ・twitter 

  ・ 町広報誌・有線テレビ等を活用した広報 

  ・ 啓発活動用のリーフレットやハンドブック等の作成 

     社協の事業が分かるリーフレット 
 
 
⑵ 子育て支援事業の推進 

  ・ チャイルドシート購入助成事業 

     チャイルドシート購入費用の一部を助成 

  ・ 子育て広場の開設（馬頭総合福祉センター内） 

     交流・集いの場所、子育てに関する情報の提供 

     対象：乳幼児とその保護者 

  ・ 交通安全傘配付（共同募金事業で実施）   

対象：新入学児童 

・  子育て関係団体への助成(共同募金事業で実施) 
 
 
 ⑶ ひとり親家庭支援事業の推進 

  ・ 新入学児童・生徒への祝い助成事業 

     小学校・中学校への入学に際して、体操着等の購入費用の一部を助成 

    ※ 那珂川町の就学援助費支給対象外の方  

  ・ ひとり親家庭招待事業（共同募金事業で実施）  年１回 

  ・ ひとり親家庭団体等への助成（共同募金事業で実施） 
 
 
 ⑷ 高齢者支援事業の推進 

  ・ 生活支援コーディネーター設置事業（町委託事業） 

  ・ ふれあい・いきいきサロンの実施（センター型、小地域サロン） 

     レクリエーションや季節の行事、日帰り旅行等 

  ・ 福祉タクシー券の助成（詳細な要件あり） 

     通院に公共交通機関が利用できない方 

     ５００円／枚を距離（３段階）に応じて交付 

  ・ 訪問理容サービス  年４枚交付 

  ・ 高齢者団体への助成（共同募金事業で実施） 
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 ⑸ 障害者(児)支援事業の推進 

  ・ 日中一時支援事業の実施 

     日中における活動の場の提供（創作活動等） 

     対象：在宅の障害者(児) 

  ・ 福祉タクシー券の助成（再掲） 

  ・ 訪問理容サービス  年４枚交付（再掲） 

  ・ 福祉機器貸出（有料）  ﾍﾞｯﾄﾞ、車ｲｽ、ｼﾙﾊﾞｰｶｰ 

  ・ 福祉車両貸出  燃料費のみ実費負担 

  ・ 在宅障害者(児)レクリエーション事業（共同募金事業で実施）  年１回 

  ・ 障害者（児）団体への助成（共同募金事業で実施） 
 

 
 ⑹ 移動支援事業（福祉有償運送） 

  ・ 障害者の医療機関への移送手段の確保（通院、入退院及び検診等） 

    対象：身体障害者手帳、療育手帳、精神保健手帳、障害者福祉サービス受給者証の

いずれかの交付を受けた者で利用登録をした者 

     運行範囲：那須烏山市、さくら市、大田原市、那須塩原市、高根沢町、 

常陸大宮市、大子町 

         料金：初乗料金 2㎞ 300円、加算料金 1㎞毎 100円 

 
 ⑺ 低所得世帯等支援事業の推進 

  ・ 生活福祉資金貸付制度（県社協受託事業） 

  ・ 福祉金庫貸付 

     生活資金及び災害資金の小口貸付 

     対象：低所得世帯（生活保護世帯以外）及び生活困窮者 

  ・ 善意銀行払出 

     日常生活に困っている世帯に対して、金銭及び物品等の払出を行う。 

     対象：低所得世帯（生活保護世帯以外）及び行路人 
 
 
 ⑻ 地域安心確保ネットワーク事業の推進 

  ・ 地域要援護者見守り事業 

     安心キット設置事業 

     乳酸菌飲料宅配見守り事業（共同募金事業で実施） 

      乳酸飲料宅配による見守り 

      対象：高齢者や障害者等の要援護者 

  ・ 総合相談支援体制の整備、他の相談機関・公的機関等との連携 
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番号 事業名 財源内訳 

３ 福祉教育活動の推進 
自主 補助 委託 

会 共募       
 
 ⑴ 福祉体験学習 

  ・ 学校等への出前講座（小・中学生対象） 

  ・ 総合福祉センターへの来所講座（小・中学生対象） 
 
 
 ⑵ ボランティア活動普及事業 

  ・ 町内の全小中校への助成（共同募金事業で実施） 
     小学校   ３ 校 
     中学校   ２ 校 

  ・ 町内の高等学校への助成（共同募金事業で実施） 

     高等学校  １ 校 
 
 
 ⑶ 高齢者と子どもとの交流事業 

  ・ 町内の認定こども園への助成（共同募金事業で実施） 

     認定こども園 ３ 園 
 
 
 ⑷ 福祉啓発事業 

  ・ 福祉まつりの開催（共同募金事業で実施） 

     福祉・介護相談及び体験（福祉機器体験）、団体活動ＰＲコーナー 

     ｢ふくしのまち｣ポスター展､ボランティア活動普及事業協力校による展示 等 
 

番号 事業名 財源内訳 

４ ボランティア活動の推進 
自主 補助 委託 

会        
 
 ⑴ ボランティアセンター事業 

  ・ 登録及び斡旋、情報の提供 

  ・ 各種講座の開催 

     ボランティアサマースクール（小学生） 

     ボランティア体験支援事業（中・高校生） 

     ボランティア養成講座（一般・学生） 

  ・ 福祉まつりの開催（再掲） 

  ・ 地域ボランティア活動への助成 

     行政区等の地域での人材育成・ボランティア活動普及 
 
 
 ⑵ ボランティア保険の加入促進・手続 

  ・ ボランティア活動保険 

     対象：ボランティア個人並びに団体等 

  ・ ボランティア行事用保険 

     対象：社協並びにボランティア団体主催行事 
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番号 事業名 財源内訳 

５ 総合相談事業の充実  
自主 補助 委託 

障収      町  

 

 ⑴ 福祉相談事業 

  ・ 人員の適正配置 

     相談支援包括化推進員 

  ・ 相談の総合的なコーディネート 

     相談受付の常設（ワンストップ） 

     プランの策定 

     ネットワークの構築（各相談支援機関との横断的な支援体制） 

     地域づくり、社会資源の創出  

  ・ 専門相談の実施 

     無料法律相談  年６回 

     介 護 相 談  随 時 
 
  

 ⑵ 障害者相談支援事業（特定・一般相談） 

  ・ 人員の適正配置 

     相談支援専門員、支援員 

  ・ 相談支援事業の実施（障害者総合支援法） 

     サービス利用支援 

     地域移行、地域定着支援 

  ・ 資質向上のための研修会 

     県や県社協等が主催する研修会への参加 

     制度の改正に伴う勉強会 

     事業所内自主研修会の実施 
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番号 事業名 財源内訳 

６ 
介護・障害福祉 

サービス事業の充実 

自主 補助 委託 

介収 障収     町  
 
⑴ 訪問介護事業（ホームヘルプ） 

  ・ 人員の適正配置 

     サービス提供責任者（介護福祉士） 

     ホームヘルパー（２級以上） 

  ・ 訪問介護の充実強化（介護保険法） 

  ・ 総合事業（訪問介護型サービス）の実施（介護保険法） 

  ・ 居宅介護の実施（障害者総合支援法） 

  ・ 資質向上のための研修会 

     県や県社協等が主催する研修会への参加 

     制度の改正に伴う勉強会 

     事業所内自主研修会の実施 
 
 
⑵ 通所介護事業（デイサービス） 

  ・ 人員の適正配置 

     生活相談員（社会福祉主事や介護福祉士等） 

     看護師 

     介助員（介護福祉士やホームヘルパー２級） 

  ・ 通所介護の充実強化（介護保険法） 

  ・ 総合事業（通所介護型サービス）の実施（介護保険法） 

  ・ 通所型サービスＣ（町委託事業） 

  ・ 資質向上のための研修会 

     県や県社協等が主催する研修会への参加 

     制度の改正に伴う勉強会 

     事業所内自主研修会の実施 
 
 
⑶ 居宅介護支援事業（ケアマネージメント） 

  ・ 人員の適正配置 

     管理者（介護支援専門員と兼務） 

     主任介護支援専門員、介護支援専門員 

  ・ 居宅介護支援の充実強化（介護保険法） 

  ・ 資質向上のための研修会 

     更新・専門（Ⅰ・Ⅱ）研修、主任介護支援専門員研修 

     県や県社協等が主催する研修会への参加 

     制度の改正に伴う勉強会 

     事業所内自主研修会の実施 
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番号 事業名 財源内訳 

７ 受託事業の適正運営 
自主 補助 委託 

      町 県社 
 
 ⑴ 生活福祉資金貸付制度（再掲） 

  ・ 相談及び受付業務 

     貸付に関する相談への対応、借入申込書等に関する書類の交付、受付等 

  ・ 償還の督促 

     借受人並びに担当民生児童委員への関係書類の通知 

 
 ⑵ 生活支援コーディネーター設置事業（再掲） 

  ・ 地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた 

取り組みを推進 

     地域サービス創出、人材育成、ネットワーク構築等 

 
 ⑶ 福祉相談事業（再掲） 

  ・ 人員の適正配置 

  ・ 相談の総合的なコーディネート 

  ・ 専門相談の実施 
 
 
 ⑷ 通所型サービスＣ（再掲） 

  ・ 介護保険要支援認定者及び事業対象者の運動機能及び生活機能の向上を 

   図る事業 

     運動・栄養・口腔指導、認知症予防体操等 
 
  
⑸ 馬頭総合福祉センター管理運営事業 

  ・ 受付等に関する業務 

     施設の利用受付及び案内や説明、鍵の開閉等 

  ・ 環境衛生に関する業務 

     利用者が快適に施設を利用するための清掃等 

  ・ 設備・機器類に関する業務等 

     設備・機器類の日常的な点検等 
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番号 事業名 財源内訳 

８ 共同募金事業の推進 
自主 補助 委託 

共募        
 
 ⑴ 共同募金運動の実施 

  ・ 募金運動の実施（各戸、募金箱、街頭募金） 

  ・ 住民や事業所（法人・商店）への周知徹底 
 
 
 ⑵ 共同募金配分金事業の適正実施 

  ・ 高齢者福祉活動 

     小地域サロン事業（再掲） 

     乳酸菌飲料宅配見守り事業(再掲)  

     高齢者団体への助成等（再掲） 

  ・ 児童・青少年福祉活動 

     多世代交流事業（グラウンドゴルフ） 

     ボランティア活動普及事業（再掲） 

     高齢者と子どもの交流事業（再掲） 

     交通安全傘配布事業（再掲） 

     子育て団体への助成等（再掲） 

  ・ 障害者（児）福祉活動 

     在宅障害者(児)レクリエーション事業（再掲） 

     障害者団体への助成等（再掲） 

  ・ ひとり親家庭福祉活動 

     ひとり親家庭招待事業（再掲） 

     ひとり親団体への助成等（再掲） 

  ・ 住民全般福祉活動 

     登下校見守り運動事業 

     福祉まつりの開催（再掲） 

     広報誌「ふくしなかがわ」の発行（再掲） 

     「ふくしのまち」ポスター展事業等（再掲） 
 

 

番号 事業名 財源内訳 

９ 日本赤十字社事業の推進 
自主 補助 委託 

日赤        
 
⑴ 会員増強運動と会費募集の実施 

  ・ 会費募集の推進と会員制度の周知徹底 
 
 
 ⑵ 救急法等講習会の実施 

  ・ 救急法等講習会の推進と周知徹底 
 
 
 ⑶ 災害救援物資等の交付 

  ・ 自然災害や火災等の被害者への救援物資等の交付 
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